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周りの人に「日本共産党森本ふみお後援会」への入会をお勧めください。

森本ふみお

後 援 会 ニ ュ ー ス Ｎｏ９０

２０１０年
１０月２０日

質
問

１
．
子
ど
も
の
医
療
費
無
料
制
度
を
通
院
も
早
急
に
中
学
校
卒
業
ま
で
に
拡
大
を

答
弁

私
（
市
長
）
と
し
ま
し
て
は
、
来
年
度
当
初
か
ら
と
い
う
思
い
で
ご
ざ
い
ま
す
。
し
か
し
、
あ
く
ま
で
医
師

会
の
協
力
な
く
し
て
は
で
き
な
い
問
題
で
あ
り
ま
す
の
で
、
議
会
が
終
了
後
、
特
に
早
い
段
階
で
医
師
会
と

協
議
の
場
を
持
ち
た
い
と
考
え
て
い
る
。

質
問

２
．
地
域
の
業
者
支
援
の
観
点
か
ら
、
住
宅
リ
フ
ォ
ー
ム
補
助

制
度
の
創
設
を
考
え
て
い
た
だ
き
た
い

答
弁

市
内
に
お
け
る
経
済
波
及
効
果
を
試
算
し
、
本
市
の
財
政
状
況
等
を
勘
案
し
な
が
ら
、
今
後
の
経
済
状
況
や
、

国
・
県
の
動
向
を
踏
ま
え
て
調
査
・
研
究
を
し
、
今
後
、
住
宅
リ
フ
ォ
ー
ム
補
助
制
度
の
創
設
を
考
え
て
行

き
た
い
。

質
問

３
．
太
陽
光
発
電
装
置
設
置
に
対
す
る
助
成
の
更
な
る
充
実
を

答
弁

既
に
設
置
さ
れ
て
い
る
方
と
の
平
等
性
を
欠
く
事
等
か
ら
、
現
行
の
補
助
金
１
ｋ
Ｗ
当
た
り
３
万
円
の
補
助

で
、
上
限
４
ｋ
Ｗ
１
２
万
円
を
継
続
・
維
持
す
る
こ
と
と
し
た
い
。

質
問

４
．
井
原
・
芳
井
・
美
星
地
区
の
方
言
を
後
世
に
伝
え
る
た
め
「
方
言
辞
典
」
の
作
成
を

答
弁

方
言
辞
典
を
つ
く
る
た
め
に
は
、
研
究
・
研
修
を
す
る
委
員
会
等
を
来
年
度
の
早

い
時
期
に
設
置
し
、
年
数
が
か
か
る
と
思
い
ま
す
が
、
方
針
な
り
内
容
等
に
つ
い

て
検
討
し
て
い
く
こ
と
が
必
要
だ
ろ
う
と
考
え
て
い
る
。

質
問

５
．
地
上
デ
ジ
タ
ル
に
対
応
す
る
た
め
の
助
成
制
度
の
創
設
を

答
弁

総
務
省
で
低
所
世
帯
へ
の
地
デ
ジ
チ
ュ
ー
ナ
ー
等
の
支
援
な
ど
が
あ
り
、
現
在
、

市
独
自
の
助
成
制
度
は
考

え
て
い
な
い
が
、
国
・
県
の
動
向
を
注
視
し
な
が
ら
井

原
市
と
し
て
も
テ
レ
ビ
難
民
を
作
ら
な
い
方
策
等
も
調
査
・
検
討
し
て
行
き
た
い
。

質
問

６
．
安
全
・
安
心
を
阻
害
す
る
歩
道
の
改
修
・
整
備
を

答
弁

今
後
こ
れ
ら
の
箇
所
に
つ
い
て
は
、
現
地
調
査
を
行
い
、
改
善
の
可
能
性
に
つ
い
て
検
討
し
て
い
き
た
い
。

現
地
調
査
を
し
た
結
果
、
危
険
な
箇
所
に
つ
い
て
は
可
能
な
限
り
改
修
し
て
い
き
た
い
。
ま
た
、
岡
山
県
で

管
理
し
て
い
る
国
道
や
県
道
の
同
様
な
箇
所
に
つ
い
て
も
、
現
地
調
査
を
実
施
し
、
改
善
の
可
能
性
に
つ
い

て
検
討
し
て
い
た
だ
く
よ
う
強
く
要
望
し
て
行
き
た
い
。

日本共産党の森本ふみお市議は、井原市議会１０月定例会で６項目の質問（写真）
を行いました。瀧本市長や佐藤教育長が次のような答弁をしました。



ご意見・ご要望および情報をお気軽にお聞かせください。

森本ふみお後援会ニュースＮｏ９０ ２０１０年(平成２２年)１０月２０日

Ｑ＆Ａ 日本共産党 知りたい・聞きたい 日本共産党
のＨＰより

この「後援会ニュース」は森本ふみお議員の
ブログ（http://jcp-seibu.sakura.ne.jp/morimoto/）でも見れます。

沖縄から米軍基地を撤去しても地元経済は大丈夫？

〈問い〉沖縄から米軍基地を撤去しても、地元の雇用や経済は大丈夫なのですか？

〈答え〉沖縄の米軍基地を撤去したところでは、雇用も税収も増えており、経済振興
に役立っています。

沖縄中部の北谷（ちゃたん）町では、町民の願いで、ハンビー飛行場とメイモスカ
ラー射撃訓練場が撤去されました。ハンビー飛行場の跡地利用として、「ハンビー・
タウン」がつくられ、雇用は基地従業員だけの１００人から２２５９人へと２３倍に
増え、税収は、基地の固定資産税分の３５７万円から１億８５０万円へと３１倍に拡
大しています。また、メイモスカラー訓練場跡地では、３５６３人の新規雇用を生み
出し、税収は１９２万円から７４１１万円へと３８倍に増えています（北谷町資料よ
り）。

琉球新報の前泊博盛論説副委員長は、「うるま市の天願通信所も返還後、雇用は４
人から２４３１人と６０８倍に、税収は７６倍となった。沖縄市の泡瀬通信所は８６
人から３２５７人と３８倍の雇用増、税収は４倍」（『世界』２０１０年２月号）と
の調査結果を明らかにしています。

実際に基地が撤去されているところで雇用や税収が増えるということが実証されて
います。沖縄県は「基地の返還は多額の跡地利用資金を必要とするものの、長期的に
は財政支出を上回る経済効果と税収が期待できる」と指摘しています。

このことは日本国内ばかりではありません。フィリピンのスービック海軍基地やク
ラーク空軍基地も１９９１年に撤去されましたが、返還後、跡地が「経済特区」に指
定され、「開発によって基地があった時よりも多い６万人の雇用を
生んでいる」（北海道新聞、２月２１日付）と報じられています。

いま政府は、地方自治体に米軍基地を受け入れさせるために「ア
メとムチ」の政策をすすめ、「基地振興費」にばく大な国民の税金
を投入しています。沖縄の名護市には、普天間基地の移設を受け入
れさせるために、６００億円にのぼる「北部振興開発費」が投入されました。

しかし、市民のくらしは一向に改善されませんでした。それどころか、失業率は、
１０年間で１０％から１２・５％に上昇しました。中小企業の倒産件数も３３社が廃
業に追い込まれました。基地を維持したり、拡大したりしても、県民のくらし、経済
の発展に役立たないことが明らかになりました。

基地を撤去し、政府が跡地利用に経済振興費を使えば、沖縄の経済振興に役立つこ
とは明らかです。


